
自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減対策推進費
２３４百万円（１８５百万円）

水・大気環境局自動車環境対策課
１．事業の概要

平成１３年６月に成立した自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づき、関係８都府
県において自動車ＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画が作成され、各種施策が総合
的に進められている。さらに、平成１９年５月に改正自動車ＮＯｘ・ＰＭ
法が成立し平成２０年１月から施行されており、局地汚染対策及び流入車
対策の着実な実施を図ることが必要である。
このため、自動車交通環境影響総合調査、総量削減対策の進行管理のた

めの調査、局地汚染対策支援事業、局地汚染対策としてのロードプライシ
ングの効果及び実現可能性を検討する調査を、引き続き実施する。
また、自動車ユーザーや荷主に対して自動車NOx・PM法適合車ステッカー

制度の一層の周知徹底を図るとともに、都市構造・道路ネットワークを踏
まえた交通量抑制方策等の効果や実現可能性について調査を実施する。

２．事業計画
項 目 H20 H21 H22

①自動車交通環境影響総合調査(H14～)
②総量削減対策進行管理検討調査(H14～)
③局地汚染対策支援事業(H19～)
④局地汚染対策としてのロードプライシングの効
果及び実現可能性調査(H19～)

⑤自動車NOx・PM法適合車使用推進事業（新規）
⑥局地における都市交通及び土地利用のあり方に
係る検討調査（新規）

３．施策の効果
総量削減対策の目標である平成２２年度における二酸化窒素、浮遊粒子

状物質に係る環境基準の達成を図る。

４．備考
調査費 ①自動車交通環境影響総合調査 126百万円

②総量削減対策進行管理検討調査 9百万円
④局地汚染対策としてのロードプライシング 8百万円
の効果及び実現可能性調査

⑤自動車NOx・PM法適合車使用推進事業 40百万円
⑥局地における都市交通及び土地利用のあり方 20百万円
に係る検討調査

委託費 ②総量削減対策進行管理検討調査 21百万円
（地方公共団体×８箇所）

補助金 ③局地汚染対策支援事業 10百万円
（地方公共団体×１箇所）
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自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減対策推進費

国：車種規制（新車への代替） ① 自動車総合調査

② 進行管理調査

事業者：自動車使用管理計画

関連調査等

平成２２年度における平成２２年度におけるNONO２２・・SPMSPM環境基準の達成環境基準の達成

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法

排出基準適合状況

自治体：総量削減計画

注）対策地域内に使用の本拠を

有する同法による規制の対象と

なるトラック及び特殊自動車に

ついて、排出基準の適否を推計

した。不適合と推計されるもの

については、使用可能期限とな

る年度別に区分した。

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく削減目標

注１）各都府県が策定した総量

削減計画（低公害車の普及・

交通流対策等）に盛り込まれ

ている現状値（東京都：H12,そ

の他の７府県：H9）の累計

注２）平成１４年度推計値

注３）総量削減計画に定めら

れた中間目標値

注４）総量削減計画に定めら

れた目標値

③ 局地汚染対
策支援事業

④ 局地汚染対策とし
てのロードプライシング
の効果及び実現可能性
調査

・交通量の把握
・車種代替状況の把握
・流入車の状況の把握

・交通流対策

・交通需要の調整

・荷捌き場の整備 等

⑤ 自動車NOx・PM法
適合車使用推進事業 ⑥ 局地における都市

交通及び土地利用のあ
り方に係る検討調査

・都市構造・道路ネットワークを

踏まえた交通量抑制方策 等

・適合車利用キャンペーン

・荷主における優れた取組への

表彰


